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Ⅰ 審議事項 

 局所吸収指針委員会は、情報通信審議会諮問第２０３０号「局所吸収指針の在り方」

（平成２１年７月２８日諮問）について審議を行った。 

 

 

Ⅱ 委員会及び作業班の構成 

 委員会の構成については、別表１及び別表２のとおり。 

なお、検討の促進を図るため、委員会の下に作業班を設けて検討を行った。作業班の

構成については別表３のとおり。 

 

 

Ⅲ 審議経過 

 １ 局所吸収指針委員会（平成２３年１月１７日まで） 

  ①  第１回（平成２１年８月２４日） 

委員会の運営方法について審議を行ったほか、審議の促進を図るため、作業班

を設置した。また、局所吸収指針の概要及び比吸収率（ＳＡＲ）※測定方法の概

要について説明が行われた。 

  ②  第２回（平成２２年７月１日） 

作業班から審議状況の報告がなされ、質疑応答が行われた。 

  ③  第３回（平成２２年１２月７日） 

局所吸収指針の改定案について審議を行った。 

※ＳＡＲ：Specific Absorption Rate。生体が電磁界にさらされることによって単位質

量の組織に単位時間に吸収されるエネルギー量。 

 

 ２ 電波利用環境委員会（平成２３年１月１８日から） 

①  第１回（平成２３年２月１４日） 

委員会報告の審議及び取りまとめを行った。 
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 ３ 局所吸収指針委員会 局所吸収指針作業班（平成２３年１月１７日まで） 

  ①第１回（平成２１年９月４日） 

作業班の運営方法について審議を行った。また、局所吸収指針の概要及び比吸

収率（ＳＡＲ）測定方法の概要について説明が行われた。 

  ②第２回（平成２１年１１月２７日） 

局所吸収指針の改定に向けた検討事項について整理を行った。 

  ③第３回（平成２２年３月２６日） 

第２回会合で整理した各検討事項について審議を行った。 

  ④第４回（平成２２年５月１８日） 

第３回会合に引き続き局所吸収指針の改定に向けた審議を行い、委員会に対す

る審議状況報告の案について取りまとめを行った。 

  ⑤第５回（平成２２年１１月９日） 

これまでの作業班における審議結果を踏まえ、局所吸収指針の改定案について

審議を行った。 
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Ⅳ 審議概要 

第１章 局所吸収指針の概要 

1.1 審議の背景 

無線通信技術の飛躍的な発展に伴い、近年、携帯電話をはじめとする個人利用の無

線局が爆発的に普及し、無線局数は１億局を超えるまでに増加しており、電波利用は

質・量ともに飛躍的に発展している状況である。 

このように、電波利用がますます日常生活と密接になってきている一方で、携帯電

話等の無線設備から発射される電波が人体や電子機器等に与える影響に対する関心

も非常に高くなってきており、より安心して安全に電波を利用できる環境の整備がま

すます重要になっている。 

このような中、我が国においてはこれまで、電気通信技術審議会答申「電波利用に

おける人体の防護指針」（平成２年６月）において、基地局や放送局鉄塔等に適用す

る電波防護指針（電磁界強度指針）が策定され、また、電気通信技術審議会答申「電

波利用における人体防護の在り方」（平成９年４月）において、携帯電話端末など身

体に近接して使用される無線機器に適用する電波防護指針（局所吸収指針）が策定さ

れており、それら指針に基づき電波法令による規制を設けているところである。 

このうち、局所吸収指針においては、３ＧＨｚまでの周波数帯を適用範囲としてい

るが、現在、無線ＬＡＮの利用の進展や第 4世代携帯電話等において３ＧＨｚ以上で

の電波の使用が想定されていることから、この周波数帯についての局所吸収指針の策

定が必要となっている。 

このような状況を踏まえ、３ＧＨｚ以上の周波数についての局所吸収指針の在り方

について諮問が行われたものである。 

なお、電波の安全性に関するこれまでの研究で得られた知見では、電波防護指針に

定められている基準値を超えない強さの電波により健康に悪影響を及ぼすという確

固たる証拠は認められないとされており、本審議では、当該基準値そのものの見直し

については対象とはしていない。 

 

 

1.2 電波防護指針 

電波防護指針は、社会・経済的に需要の高まっている電波利用の健全な発展を図る

ことを目的に、電磁波が人体に好ましくない影響を及ぼさない安全な状況であるか否

かを判断する際の基本的な考え方や、それに基づく指針値などを示しており、「基礎

指針」と「管理指針」から構成されている。 

基礎指針は、人体が電磁波にさらされるときに人体に生じる各種の生体作用（体温

上昇に伴う熱ストレス、電流刺激、高周波熱傷等）に基づいて、人体の安全性を評価
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するための指針である。但し、実際の評価に用いるのではなく、管理指針の根拠を与

える指針である。一方、管理指針は、基礎指針を満たすための実測できる物理量（電

界強度、磁界強度、電力束密度、電流及びＳＡＲ）で示したものであり、実際の評価

に用いる。管理指針は、電磁界強度指針、補助指針及び局所吸収指針から構成される。

電磁界強度指針は、基礎指針を満たすための電界強度、磁界強度、電力束密度を導く

際に、簡易に評価できるように安全側の仮定を用いており、これを超える数値が測定

されても防護指針を満たさないとはいえない。この場合は、補助指針を用いる。補助

指針は、電磁界強度指針を満足しない場合において、基礎指針に従った詳細評価を行

うために使用する指針をいう。 

局所吸収指針は、携帯電話端末など身体に近接して使われる無線機器等から発射さ

れる、電磁波のエネルギーが身体の局所に集中して吸収されるような場合における基

準値を定めているものである。 

 

1.3 現在の局所吸収指針 

 現行の局所吸収指針は次の通り定められている。 

(1) 適用範囲 

本指針は、周波数１００ｋＨｚ から３ＧＨｚまでに適用する。 

局所吸収指針の主な対象は、携帯電話端末等の小型無線機であり、電磁放射源に寄

与するアンテナや筐体が人体に極めて近接して使用される場合を想定している。 

本指針は、電磁放射源（主にアンテナ）や金属（筐体等）と人体との距離が、周波

数１００ｋＨｚ以上３００ＭＨｚ未満で２０ｃｍ以内、周波数３００ＭＨｚ以上３Ｇ

Ｈｚ未満で１０ｃｍ以内の場合に原則として適用される。また、それ以外の距離にお

いても、従来の管理指針（電磁界強度指針および補助指針）あるいは局所吸収指針の

どちらか一方を満たせば基礎指針を満たしていると判断できる。 

 

(2) 管理環境 

次の要件を全て満たすこと。 

<1> 全身平均ＳＡＲの任意の６分間平均値が、０．４Ｗ／ｋｇ以下であること。 

<2> 任意の組織１０ｇ当りの局所ＳＡＲ（６分間平均値）が１０Ｗ／ｋｇ（四肢

では２０Ｗ／ｋｇ）を超えないこと。 

<3> 接触ハザードが防止されていない場合は、１００ｋＨｚから１００ＭＨｚま

での周波数において接触電流が１００ｍＡ以下（平均時間６分間）であること。 

ただし、接触電流がこの指針に対して無視できないレベルの複数の周波数成
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分からなる場合は、その各周波数成分の指針値に対する割合の自乗和を求める。

これらの総和が１を超えてはならない。 

なお、周波数１００ＭＨｚ以上の無線局は、<3>に述べた接触電流に関する指針に

基づく評価を行う必要はない。 

 

(3) 一般環境 

次の要件を全て満たすこと。 

<1> 全身平均ＳＡＲの任意の６分間平均値が、０．０８Ｗ／ｋｇ以下であること。 

<2> 任意の組織１０ｇ当たりの局所ＳＡＲ（６分間平均値）が２Ｗ／ｋｇ（四肢

では４Ｗ／ｋｇ）を超えないこと。 

<3> 接触ハザードが防止されていない場合は、１００ｋＨｚから１００ＭＨｚま

での周波数においては接触電流が４５ｍＡ以下（平均時間６分間）であること。 

ただし、接触電流がこの指針に対して無視できないレベルの複数の周波数成

分からなる場合は、その各周波数成分の指針値に対する割合の自乗和を求める。

これらの総和が１を超えてはならない。 

なお、周波数１００ＭＨｚ以上の無線局は、<3>に述べた接触電流に関する指針に

基づく評価を行う必要はない。 

 

第２章 ３ＧＨｚ以上の周波数についての局所吸収指針の在り方 

2.1 ３ＧＨｚ以上の局所吸収指針の課題 

携帯電話端末等の身体に近接して使用する無線設備に対し、３００ＭＨｚ以上３Ｇ

Ｈｚ未満の周波数範囲において、主に身体から１０ｃｍ以内（周波数１００ｋＨｚ以

上３００ＭＨｚ未満では２０ｃｍ以内）に近接して使用される無線設備に対しては局

所吸収指針が適用されている。しかし、その適用される周波数の上限である３ＧＨｚ

以上の周波数では、局所吸収指針は適用されない。したがって、現行の電波防護指針

の管理指針においては、３ＧＨｚ以上の周波数については、電磁界強度指針又は補助

指針が適用される。しかし、これらの指針値は電磁放射源及び金属物体から１０ｃｍ

以上離れた空間で適用される。すなわち、現行の電波防護指針には３ＧＨｚ以上で身

体から１０ｃｍ未満に近接して使用される無線設備に適用できる管理指針が存在し

ていない。 

このことから、３ＧＨｚ以上で身体から１０ｃｍ未満に近接して使用される無線設

備に適用できる管理指針が必要である。このため、局所吸収指針のあり方として、現
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行の管理指針を改定しなければならない。これには以下の２つの案が考えられる。 

(1) 電磁界強度指針（補助指針）の離隔距離条件（１０ｃｍ以上）を変更し、より

身体に近接した場合でも適用する。 

(2) 現行の局所吸収指針の適用可能周波数の上限（３ＧＨｚ）を変更し、より高い

周波数でも適用する。 

本委員会では、これらの妥当性および、適用条件の変更に伴う電波防護指針全体の

整合性について審議を行ったところ、その概要について次節以降で述べる。 

 

2.2 ３ＧＨｚ以上の局所吸収指針についての検討 

2.2.1 電磁界強度指針（補助指針）の離隔距離変更の可能性 

３ＧＨｚ以上において電磁界強度指針（補助指針）は電磁放射源及び金属物体から

１０ｃｍ以上離れた空間で適用される。この離隔距離条件は次の現象を考慮して定め

られている。 

(1) 身体から１０ｃｍ未満で使用される無線設備は、身体による影響を受けるため

無線設備から放射される電磁界分布が変化してしまい、電磁界強度指針値（補

助指針）が適用される身体が占める空間に入射する電磁界強度と実際に身体に

近接して使用される無線設備から放射される電磁界強度が異なる可能性があ

る。 

(2) 電磁界強度を測定する測定装置自身が近傍に位置する無線設備と電磁気的に

結合して影響し合い、正確な電磁界強度の測定が困難となる。 

しかし、離隔距離の条件は、波長との相対的な距離で決められるものであり、３Ｇ

Ｈｚ以上の周波数では波長が短くなることを考慮すれば、離隔距離を１０ｃｍ未満と

できる可能性がないとはいえない。さらに、電磁界強度指針（補助指針）が策定され

た１９９０年当時に比べて、現在は電磁界評価技術が進展しているところ、この離隔

距離条件を緩和し、より身体に近接した無線設備に適用することが可能かどうか検討

を行った。 

この結果（詳細は別紙１のとおり）、身体との距離が１０ｃｍ未満の無線設備に対

して電磁界強度指針（補助指針）を適用することは妥当でないとの結果が示された。 
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2.2.2 局所吸収指針の適用可能上限周波数変更の妥当性 

局所吸収指針は３００ＭＨｚから３ＧＨｚまでの主に身体から１０ｃｍ以内に近

接して使用される無線設備に対して適用することができる。３ＧＨｚという適用可能

上限周波数は局所吸収指針策定当時（平成９年）の無線設備の利用状況をふまえて設

定されたものであるが、局所吸収指針を３ＧＨｚ以上の周波数に拡張するためには次

の問題について検討が必要となる。 

(1) 周波数が高くなると、身体の電波吸収分布における浸透深さが短くなり、より

体表に集中した比吸収率分布となる。この場合に１０ｇ平均の局所ＳＡＲが局

所加熱の影響の指標として妥当かどうか。 

(2) ３ＧＨｚ以上で局所ＳＡＲが局所加熱の影響の指標として妥当と考えられる

場合、適用可能な周波数範囲の上限値はどこまでか。 

検討の結果（詳細は別紙２のとおり）、３ＧＨｚ以上６ＧＨｚ以下の周波数範囲に

おいて、身体から１０ｃｍ以内で使用される無線設備に対して、現行の局所吸収指針

が依然として適用可能であることが示された。 

また、３００ＭＨｚ以上の周波数領域において、局所吸収指針は主に身体から１０

ｃｍ以内に近接して使用される無線設備に適用されているが、国際電気標準会議（Ｉ

ＥＣ）を始め、諸外国で局所吸収指針の適用対象となっている「身体から２０ｃｍ以

内に近接して使用される無線設備」にも適用できることが確認された。 

 

2.3 電波防護指針全体の整合性 

提案する、現行の局所吸収指針の周波数範囲の拡張により、これまで適用可能な管

理指針が存在していなかった３ＧＨｚ以上６ＧＨｚ以下で身体から１０ｃｍ未満に

近接して使用される無線設備に対して、電波防護指針への適合性確認が行うことが可

能となる。 

なお、提案する局所吸収指針の拡張では、これまでは３００ＭＨｚ以上の周波数で

は主に身体から１０ｃｍ以内に近接して使用する無線設備を対象としていたものを、

２０ｃｍ以内に近接して使用する無線設備に対象を拡張している。このため、身体か

ら１０ｃｍ以上２０ｃｍ以下の範囲で使用される無線設備については局所吸収指針

と電磁界強度指針（補助指針）のどちらも適用することができる。 

一般に、電磁界強度指針（補助指針）は電波の吸収が最大となる最悪条件を想定し

て指針値が定められているため、局所吸収指針を満足していても、電磁界強度指針（補

助指針）を満たさない場合がある。局所吸収指針は、より基礎指針に近い評価を行う

ものであることから、この場合は電波防護指針を満たすと判断できる。したがって、
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１００ｋＨｚ以上３００ＭＨｚ未満で身体から２０ｃｍ以上離れた無線設備または

３００ＭＨｚ以上６ＧＨｚ以下で身体から１０ｃｍ以上離れた無線設備に対しては、

電磁界強度指針（補助指針）または局所吸収指針のいずれかを満足すれば、電波防護

指針を満足していると判断できる。 

 

第３章 今後の検討課題 

今後、調査・研究等が進展し、科学的に裏付けされた根拠や新しい考え方が示され、

世界保健機関（ＷＨＯ）国際電磁界プロジェクトにおける健康リスク評価への反映、

国際非電離放射線防護委員会（ＩＣＮＩＲＰ）における国際ガイドラインの改定が行

われた場合には、それに合わせて電波防護指針の内容を見直し、改定することが必要

である。 

 

Ⅴ 審議結果 

情報通信審議会諮問第２０３０号「局所吸収指針の在り方」（平成２１年７月２８

日諮問）について、別添のとおり答申（案）を取りまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表１ 

情報通信審議会 情報通信技術分科会 電波利用環境委員会 構成員 

 

（敬称略、専門委員は五十音順） 

 氏 名 主 要 現 職 

主  査 藤原
ふじわら

 修
おさむ

 名古屋工業大学工学研究科 教授 

専門委員 雨宮
あめみや

 不二雄
ふ じ お

 ＮＴＴアドバンステクノロジ（株）ＥＭＣチーム主幹担当部長 

〃 安藤
あんどう

 真
まこと

 東京工業大学大学院理工学研究科 教授 

〃 池田
い け だ

 澄子
す み こ

 (社)全国消費生活相談員協会 専務理事 

〃 井上
いのうえ

 正弘
まさひろ

 一般社団法人関西電子工業振興センター 

〃 上野
う え の

 照
しょう

剛
ごう

 九州大学大学院工学研究院 特任教授 

〃 熊田
く ま だ

 亜紀子
あ き こ

 東京大学大学院工学系研究科 准教授 

〃 黒田
く ろ だ

 道子
み ち こ

 東京工科大学コンピュータサイエンス学部 教授 

〃 篠塚
しのづか

 隆
たかし

 (独)情報通信研究機構 ＥＭＣグループ 

〃 白井
し ら い

 智之
ともゆき

 名古屋市立大学大学院 医学研究科実験病態病理学 教授 

〃 多氣
た き

 昌生
ま さ お

 首都大学東京大学院理工学研究科 教授 

〃 田中
た な か

 謙
けん

治
じ

 (財)テレコムエンジニアリングセンター 常務理事 

〃 玉田
た ま だ

 薫
かおる

 東北大学電気通信研究所 教授 

〃 塚原
つかはら

 仁
ひとし

 日産自動車（株） 電子信頼性グループ主査 

〃 徳田
と く だ

 正満
まさみつ

 東京大学大学院新領域創成科学研究科 客員共同研究員 

〃 野島
の じ ま

 俊
とし

雄
お

 北海道大学大学院情報科学研究科 教授 

〃 長谷山
は せ や ま

 美紀
み き

 北海道大学大学院情報科学研究科 教授 

〃 林
はやし

 亮
りょう

治
じ

 三菱電気（株）情報技術総合研究所 光マイクロ波回路技術部専任 

〃 福永
ふくなが

 香
かおり

 (独)情報通信研究機構 ＥＭＣグループ 研究マネージャー 

〃 堀
ほり

 和行
かずゆき

 ソニー（株）品質センター コンプライアンス推進Ｇｐ課長 

〃 山中
やまなか

 幸雄
ゆ き お

 (独)情報通信研究機構 ＥＭＣグループリーダー 

〃 渡邊
わたなべ

 聡一
そういち

 (独)情報通信研究機構 ＥＭＣグループ 研究マネージャー 

（計 22 名） 



 

 

別表２ 

 

情報通信審議会 情報通信技術分科会 局所吸収指針委員会 構成員 

           （平成２３年１月１７日まで） 

 

（敬称略、専門委員は五十音順） 

   氏 名 主 要 現 職 

主  査 安藤
あんどう

 真
まこと

 東京工業大学大学院 理工学研究科 教授 

主査代理 多氣
た き

 昌生
ま さ お

 首都大学東京大学院 理工学研究科 教授 

専門委員 池田
い け だ

 澄子
す み こ

 (社)全国消費生活相談員協会 専務理事 

〃 上野
う え の

 照
しょう

剛
ごう

 九州大学大学院工学研究院 特任教授 

〃 小倉
お ぐ ら

 紳
しん

治
じ

 モトローラ（株） 代表取締役社長 

〃 熊田
く ま だ

 亜紀子
あ き こ

 東京大学大学院 工学系研究科 准教授 

〃 城 内
じょうない

  博
ひろし

 日本大学大学院 理工学研究科医療・福祉工学専攻 教授 

〃 白井
し ろ い

 智之
ともゆき

 名古屋市立大学大学院 医学研究科実験病態病理学 教授 

〃 武 林
たけばやし

 亨
とおる

 慶応義塾大学 医学部衛生学公衆衛生学教室 教授 

〃 田中
た な か

 謙
けん

治
じ

 (財)テレコムエンジニアリングセンター 常務理事 

〃 野島
の じ ま

 俊
とし

雄
お

 北海道大学大学院 情報科学研究科 教授 

〃 波多野
は た の

 睦子
む つ こ

 東京工業大学大学院 理工学研究科 教授 

〃 福永
ふくなが

 香
かおり

 (独)情報通信研究機構 電磁波計測研究センター 研究マネージャー 

〃 本多
ほ ん だ

 美
よし

雄
お

 欧州ビジネス協会 電気通信機器委員会 委員長 

〃 渡邊
わたなべ

 聡一
そういち

 (独)情報通信研究機構 電磁波計測研究センター 研究マネージャー 

 （計15名） 



 

 

別表３ 

 

情報通信審議会 情報通信技術分科会 電波利用環境委員会 

局所吸収指針作業班 構成員 

 

（敬称略、構成員は五十音順） 

 氏 名 主 要 現 職 

主  任 多氣
た き

 昌生
ま さ お

 首都大学東京大学院 理工学研究科 教授 

主任代理 上村
かみむら

 佳嗣
よしつぐ

 宇都宮大学大学院 工学研究科 准教授 

構 成 員 池畑
いけはた

 政
まさ

輝
てる

 (財)鉄道総合技術研究所 環境工学研究部 主任研究員 

〃 牛山
うしやま

 明
あきら

 国立保健医療科学院 生活環境部 快適性評価室長 

〃 小島
こ じ ま

 正美
ま さ み

 金沢医科大学 看護学部 准教授 

〃 佐藤
さ と う

 康
やす

仁
と

 東京女子医科大学 公衆衛生学 助教 

〃 城内
じょうない

 博
ひろし

 日本大学大学院 理工学研究科 教授 

〃 西方
にしかた

 敦
あつ

博
ひろ

 東京工業大学 教育工学開発センター 准教授 

〃 花島
はなじま

 律子
り つ こ

 東京大学医学部附属病院 神経内科 助教 

〃 平田
ひ ら た

 晃
あき

正
まさ

 名古屋工業大学大学院 工学研究科 准教授 

〃 藤原
ふじはら

 晴海
は る み

 (社)全国消費生活相談員協会 IT研究会 消費生活専門相談員 

〃 和氣
わ け

 加奈子
か な こ

 (独)情報通信研究機構 電磁波計測研究センター 主任研究員 

 （計12名） 



 

 

参考資料 

局所吸収指針概要（現行） 

適用範囲： 本指針は、周波数１００ｋＨｚから３ＧＨｚまでに適用できる。 

対象：  身体に近接して使用する小型無線機等に適用できる。 

主に、周波数１００ｋＨｚ以上３００ＭＨｚ未満で、電磁放射源との距離 

２０ｃｍ以内 

周波数３００ＭＨｚ以上３ＧＨｚ未満で、電磁放射源との距離１０ｃｍ以内 

 管理環境 一般環境 

全身平均ＳＡＲ ０．４Ｗ／ｋｇ ０．０８Ｗ／ｋｇ 

局所ＳＡＲ 任意の組織１０ｇ当たり 

１０Ｗ／ｋｇ 

２０Ｗ／ｋｇ（四肢） 

任意の組織１０ｇ当たり 

２Ｗ／ｋｇ 

４Ｗ／ｋｇ（四肢） 

接触電流 接触ハザードが防止されていない場合

１００ｋＨｚから１００ＭＨｚまでの周波数 

１００ｍＡ 

接触ハザードが防止されていない場合

１００ｋＨｚから１００ＭＨｚまでの周波数 

４５ｍＡ 

（任意の６分間平均値） 

※   接触電流に関して、指針値に対して無視できないレベルの複数の周波数成分

からなる場合は、その周波数成分の指針値に対する割合での自乗和を求める。

これらの総和が１を超えてはならない。 

 

局所吸収指針改定案（改訂案） 

適用範囲：本指針は、周波数１００ｋＨｚ以上６ＧＨｚ以下で適用する。 

対象：  主に身体から２０ｃｍ以内に近接して使用する無線設備に適用できる。 

 管理環境 一般環境 

全身平均ＳＡＲ ０．４Ｗ／ｋｇ ０．０８Ｗ／ｋｇ 

局所ＳＡＲ 任意の組織１０ｇ当たり 

１０Ｗ／ｋｇ 

２０Ｗ／ｋｇ（四肢） 

任意の組織１０ｇ当たり 

２Ｗ／ｋｇ 

４Ｗ／ｋｇ（四肢） 

接触電流 接触ハザードが防止されていない場合

１００ｋＨｚから１００ＭＨｚまでの周波数 

１００ｍＡ 

接触ハザードが防止されていない場合

１００ｋＨｚから１００ＭＨｚまでの周波数 

４５ｍＡ 

（任意の６分間平均値） 

※   接触電流に関して、指針値に対して無視できないレベルの複数の周波数成分から

なる場合は、その周波数成分の指針値に対する割合での自乗和を求める。これらの

総和が１を超えてはならない。 
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別紙１ 

 

電磁界強度指針（補助指針）の離隔距離を小さくした場合の問題点 

－ 人体表面近傍の電磁波源と電磁界について 

 

１．検討すべき事項の整理 

３ＧＨｚ以上の周波数において、電磁界強度指針（補助指針）の離隔距離条件（現行

は１０ｃｍ以上）を変更し、より身体に近接した電磁放射源にも適用することが妥当か

どうかを検討する。この場合、電磁放射源近傍の電磁界を、人体が置かれるであろう距

離で、人体の置かれていない条件で測定する必要がある。したがって、離隔距離を小さ

くした場合において、同測定によって実際に人体表面から入り込む有効電力密度が推定

可能かどうかを検証する必要がある。 

電磁界プローブを近づけると、電磁放射源の電流分布等を乱してしまう恐れがある。

このことは、現行の離隔距離に対する根拠の一つであったが、光センサの利用などによ

り、電磁界を乱しにくいプローブが開発されればその影響を小さくすることは可能であ

り、この問題を離隔距離の制限に関するここでの検討には含めない。 

 

以上より、次の２点について検討を行う。 

 

（１） 人体近傍では、人体表面での電波の反射により、電磁放射源の状態そのもの(送

信アンテナであればアンテナ電流) が変化していることが予想される。電磁界

強度指針（補助指針）では人体の置かれる位置に人体の存在しない条件で電磁

界を測定するため、人体による影響がなく、異なる電磁界を測定してしまう恐

れがある。そこで、平面電磁波が人体表面でどの程度反射されるかを数値計算

により検討する。 

（２） 仮に、人体によって電磁放射源があまり変化しないか、変化を織り込める場合

であっても、波長に比べて近距離にある波源近傍領域においては、自由空間で

の電磁界測定から推定される入射電力密度と、実際に人体表面から入り込む電

力密度とでは、異なる様相を示すことが考えられる。そこで、人体に近接する

電磁波源がつくる電磁界を数値計算し、電力密度や電磁界強度の関係を検討す

る。 

 

２．平面波と多層平板媒質モデルによる解析 

多層無限平板媒質で模擬した人体と、それに平面電磁波が垂直入射するモデルを図１

に示す。人体モデルは、皮膚層（厚さ２ｍｍ）、脂肪層（厚さ１０ｍｍ）、および筋肉

層（半無限厚）の３層構造とした。各組織に用いた電気定数を図２に示す。これに平面
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電磁波が垂直入射するときの電磁界を計算した。 

図３に、１ＧＨｚの垂直入射平面波に対する、電磁界振幅（上段）、ｚ方向の電力密

度（中段）、表面から深さｚまでに消費される電力の割合（下段）を、それぞれ示す。

人体表面の位置はｚ＝１０ｍｍである。電力密度は、入射電力密度で規格化した値であ

る。同グラフより、入射電力のうち７割強が表面から入り、３割弱が反射されることが

分かる。 

同様に、３ＧＨｚ、６ＧＨｚ、１０ＧＨｚ、６０ＧＨｚにおける結果を、図４、５、

６、７にそれぞれ示す。 

皮膚表面における電波の振幅反射係数を周波数の関数として示したものが図８の上段

である。振幅反射係数は単調でない変化を示し、周波数３ＧＨｚ以上６ＧＨｚ以下では

０．８以上と高い値を示す。これより、電磁放射源が人体に近接して置かれた場合、反

射波の影響で電磁放射源に少なからぬ変化が生じることが予想される。 

 

 

図１ 多層平板媒質で模擬した人体と垂直入射平面波のモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 計算に用いた皮膚（左）・脂肪（中央）・筋肉（右）の比誘電率と誘電正接 

（Dielectric Properties of Body Tissues, Italian National Research Council,  

http://niremf.ifac.cnr.it/tissprop/ より） 

 

参考として、図９は平板導体の近傍に置いたアンテナの電流の変化をモーメント法で

計算した結果である。周波数６ＧＨｚ、共振ダイポールアンテナの定電圧駆動、アンテ
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ナ素子と導体平板は平行、とした。導体平板のないときのアンテナ電流を１００％とし

た。アンテナから平板導体までの距離が小さくなるにつれて電流の変化は大きくなる。

人体の近傍に置かれたアンテナの電流もこれと似た変化をすると考えられ、人体表面の

振幅反射係数０．８を考慮しても±２５％程度の無視できない変化を生じることが推測

される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ １ＧＨｚにおける、電磁界振幅（上段）、ｚ方向の電力密度（中段）、 

表面から深さｚまでに消費される電力の割合（下段） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ ３ＧＨｚにおける、電磁界振幅（上段）、ｚ方向の電力密度（中段）、 

表面から深さｚまでに消費される電力の割合（下段） 
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図５ ６ＧＨｚにおける、電磁界振幅（上段）、ｚ方向の電力密度（中段）、 

表面から深さｚまでに消費される電力の割合（下段） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ １０ＧＨｚにおける、電磁界振幅（上段）、ｚ方向の電力密度（中段）、 

表面から深さｚまでに消費される電力の割合（下段） 
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図７ ６０ＧＨｚにおける、電磁界振幅（上段）、ｚ方向の電力密度（中段）、 

表面から深さｚまでに消費される電力の割合（下段） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 振幅反射係数（上段）、電力を５０パーセント消費する深さ（下段） 
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図９ 平板導体近傍に平行に置かれた定電圧駆動共振ダイポールの 

アンテナ電流の距離に対する変化の様子。周波数６ＧＨｚ。 

 

３．ダイポール波源と多層平板媒質モデルによる解析 

多層平板媒質で模擬した人体の近傍に、微小電気ダイポール波源または微小磁気ダイ

ポール波源を置き、電磁界を計算した。微小電気ダイポールは電流素片に対応し、微小

磁気ダイポールは微小電流ループに対応する。ただし、現実の電磁放射源は、これらの

ダイポールが混合し空間的に分布した複雑なものと考えられる。 

電磁界の計算は厳密な積分表示式に基づいている。電磁界が得られれば、電力密度分

布や電磁界強度分布が計算できる。 

図１０に示す解析モデルは次のようにした。 

 人体モデルは平面波入射の場合と同じ無限平板３層モデル（筋肉層は深さ方向に

半無限） 

 ｚ軸は深さ方向、人体表面はｘｙ平面に平行 

 微小ダイポール波源は人体表面から１ｃｍまたは１０ｃｍの距離に置かれる 

 微小ダイポール波源の向きは（１，１，１）方向 

 

3.1 電気ダイポールを波源としたときの計算結果 

図１１は、周波数３ＧＨｚ、波源距離ｄ＝１ｃｍの計算結果である。波源からｄ隔て

た平面上の dxd  、 dyd  なる正方形領域の界分布を示す(他の図についても同

様)。計算結果の数値はデシベルではなく真値で表してある。 

上段左の図は人体表面から入り込む正味の有効電力密度の分布を表す。それに対して、
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下段の３つの図は人体モデルを取り除き、自由空間とした場合の、人体表面があった平

面における計算結果である。下段左の図は自由空間における有効電力密度である。上段

左の図と比べると、分布形状が異なるだけでなく、ピーク値をみると、実際に人体表面

から入り込む電力密度のほうが、自由空間の電力密度よりも大きくなっており、入射し

た以上の電力を受け取るという、一見奇妙な関係になっている。これは、エバネッセン

ト電磁界の電力を人体が吸い取ったためと解釈することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０ 多層平板媒質で模擬した人体とその近傍にある微小ダイポール波源のモデル 

 

通常、電力密度は電界強度または磁界強度の測定値から換算されて求められる。(厳

密には、電界の接線成分（２成分）と磁界の接線成分（２成分）を位相差も含めて測定

すれば求められるが、実用的でない。) 下段中央の図は電界強度の２乗 ( 0 377  で

割って電力密度に換算) を表し、下段右の図は磁界強度の２乗（ 0 377  を掛けて

電力密度に換算) を表す。下段左の自由空間の電力密度と比較すると、電界強度の２乗

は値が桁違いに異なる上、分布の形も異なる。値が大幅に異なるのは、電気ダイポール

の近接界は電界が優勢となり、波動インピーダンス 0 が３７７Ωよりも高いためと説

明できる。 

以上より、自由空間での有効電力密度、電界強度の２乗、磁界強度の２乗、の３つが

すべて異なる様相を呈す。これは、波源の距離が０．１波長と近傍であるためである。

また人体表面から入り込む有効電力密度とも合わないことが分かる。 

図１２は、波源距離１０ｃｍつまり１波長離れた場合の計算結果である。下段の３つ

の図（自由空間の電力密度、電界強度の2乗、磁界強度の２乗）がほぼ同じ値になって

いることが分かる。これは、遠方界の性質に近づいたためであると解釈できる。上段左

の人体表面での正味の電力密度は、自由空間の電力密度と分布の形は似ているが、値が

小さくなっているのは、人体表面での反射によるものと考えられる。 

図１３は、周波数６ＧＨｚ、波源距離１ｃｍの計算結果、図１４は、周波数６ＧＨｚ、

波源距離１０ｃｍの計算結果である。周波数が２倍になった分、近傍界の性質が弱まっ
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てはいるが、３ＧＨｚの場合と定性的には同様の特徴が見られる。 

 

3.2 磁気ダイポールを波源としたときの計算結果 

電気ダイポールの代わりに磁気ダイポールを仮定して同様の計算を行った。図示を省

略するが、電界強度の２乗と磁界強度の２乗の関係が逆になっていることを除けば、電

気ダイポールを波源とした場合と似た結果を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１１ 電気ダイポール波源、周波数３ＧＨｚ、距離１ｃｍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１２ 電気ダイポール波源、周波数３ＧＨｚ、距離１０ｃｍ 
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図１３ 電気ダイポール波源、周波数６ＧＨｚ、距離１ｃｍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１４ 電気ダイポール波源、周波数６ＧＨｚ、距離１０ｃｍ 

 

以上より、距離１ｃｍといった(波長の１／１０倍、１／５倍となるような) 近距離

においては、電界強度測定または磁界強度測定によって人体表面の電力密度を推定する

ことは難しいと考えられる。一方、現行の距離１０ｃｍ(１波長以上) では遠方界の性

質に近いため、電界強度または磁界強度から人体表面の有効電力密度を推定できる可能

性がある。 
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４．電力密度の推定 

図１５は、人体が存在しない自由空間での電界強度分布を電力密度に換算し、垂直入

射平面波の人体表面での反射率を考慮して推定した人体に入り込む電力密度分布を、そ

の真値との比で表示したものであり、横軸は周波数である。実線が波源距離１０ｃｍ、

破線が１ｃｍに対応し、赤線が電気ダイポール波源、青線が磁気ダイポール波源につい

ての計算結果である。波源距離が１０ｃｍの場合はダイポールの種類によらず推定が良

好であるのに対し、波源距離を１ｃｍとすると、誤った推定結果になることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１５ 自由空間での電界強度と平面波反射率から推定した人体に入り込む 

電力密度の対真値比 

 

５．まとめ 

垂直入射平面波に対する計算により、次のことが分かった。 

 振幅反射係数は単調でない周波数特性を示し、３ＧＨｚ以上６ＧＨｚ以下では 

０．８以上と高い値を示す。これより、人体に近接して置かれたアンテナの電流

が人体の有無で変化するという現象が無視できないと推測される。 

 

微小ダイポール波源に対する計算により、次のことが分かった。 

 周波数３ＧＨｚまたは６ＧＨｚで波源距離が１ｃｍ（０．２波長以下）となる場

合は、電力密度、電界強度の２乗、磁界強度の２乗はすべて異なり、人体表面で

の正味の電力密度の分布とも類似しない。後者は波源の種類（電気ダイポール、

磁気ダイポール）によっても様相が異なる。 

 周波数３ＧＨｚまたは６ＧＨｚで波源距離が１０ｃｍ（１波長以上）となる場合

は、電力密度、電界強度の２乗、磁界強度の２乗はほぼ一致し、人体表面での正

味の電力密度と形の似た分布となる。 
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また、両方を用いた計算により、電界強度分布と平面波の反射率から推定される人体

への入射電力密度は、波源距離が１０ｃｍのときは良い推定となるが、１ｃｍと近いと

きは誤った推定となることが分かった。 

以上より、電磁界強度指針（補助指針）の離隔距離条件（現行は１０ｃｍ以上）を短

距離側に変更し、身体に近接した電磁放射源に適用することは難しいと結論できる。 

 



 

1 
 

別紙２ 

 

局所吸収指針の適用周波数範囲の上限を拡張する場合の妥当性と限界 

－ 温度上昇との相関と平均化質量の考察 

 

 

１．検討事項の整理 

 現行の局所吸収指針は、ＳＡＲの評価を用いる点で基礎指針の内容に忠実であり、測

定方法の困難が克服されれば、安全性評価を行うためには望ましい方法である。局所Ｓ

ＡＲは、単位質量で単位時間に吸収されるエネルギーであり、組織での発熱量に直接関

係するが、組織で生じた熱は、熱伝導および血流によって拡散するので、局所ＳＡＲが

局所の温度上昇と良い相関を持つとは限らない。これまでの研究から、組織１０ｇで平

均した局所ＳＡＲが局所の温度上昇と良い相関を持つことが知られており、現行の局所

吸収指針において組織１０ｇで平均した局所ＳＡＲで評価することの妥当性が裏付け

られている。しかし、周波数とともに電波の生体組織への侵入深さが小さくなるため、

体表に入射した電波のエネルギー吸収が体表に集中する。その結果、現在の局所吸収指

針の適用周波数上限である３ＧＨｚをより高い周波数に拡張した場合、その妥当性が成

り立つかどうか、またこれが成り立つ場合に、その周波数の上限についての検討が必要

である。なお、この検討は平均化質量の妥当性と同時に検討する必要がある。 

現行の局所吸収指針が審議された当時に比べて、精密な数値人体モデルを用いた電磁

界ドシメトリおよび熱解析の技術の進歩は著しい。局所ＳＡＲと温度上昇の相関が確認

できた場合、局所ＳＡＲの制限値により、組織の温度上昇が適切な範囲に抑えられるこ

とを、最新の電磁界ドシメトリ研究の成果を踏まえて確認する必要がある。また、局所

吸収指針における全身平均ＳＡＲに関する制限が３ＧＨｚ以上で妥当であるかどうか

を検討する必要がある。 

以上の検討を踏まえて、局所吸収指針の適用周波数の上限を拡張した場合に、これま

で入射電力密度で定められていた３ＧＨｚ以上における防護指針の内容と整合してい

るかどうかの検討が必要である。 

以下では、上記の検討事項についての検討結果をとりまとめる。 

 なお、ＳＡＲで評価を行う周波数を拡張するためには、測定方法が確立されているこ

とが必要である。近年の測定技術の進歩により可能になっていると認識されているが、

本答申では、測定方法については検討対象ではないため、ここでは言及しない。  

 

２．ＳＡＲで評価する方法の周波数の上限および平均化質量について 

局所ＳＡＲの平均化質量と局所温度上昇との相関関係についての研究は次のとおり
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である。６ＧＨｚ以下の周波数に対し、独立行政法人情報通信研究機構が構築した日本

人頭部モデルにダイポールアンテナより電波を照射しモデルに吸収される電力および

温度上昇を計算し、モデル各点において、得られた局所ＳＡＲと温度上昇の間に線形の

関係が成り立つと仮定して最小自乗法を用いて処理し、加温係数（局所温度上昇を異な

る平均化質量で定義した局所ＳＡＲで除したもの）と決定係数の平均化質量に対する依

存性をさまざまな周波数について求めた結果が報告されている[1]。その結果を図１に

示す。ここで、決定係数とは、相関係数の二乗であり、１に近いほど回帰方程式のあて

はまりの良いこと、すなわち、その平均化質量で定義した局所ＳＡＲが温度上昇の良い

指標であることを意味する。図１より、平均化質量を１０ｇとすると、決定係数は３Ｇ

Ｈｚより高い周波数で小さくなる傾向にあるものの、６ＧＨｚ程度まで加温係数は周波

数にほとんど依存性せず、かつ決定係数は０．７５以上と高いことが示される。この結

果より、少なくとも６ＧＨｚ程度までならば、局所１０ｇ平均ＳＡＲは温度上昇と相関

が高く、その良い指標であることが示唆される。 

一方、例えば平均化質量が１ｇの場合、６ＧＨｚにおける決定係数は０．０５であり、

１ＧＨｚ以上６ＧＨｚ以下で加温係数に２倍程度の相違があった。すなわち、１ｇ平均

の局所ＳＡＲは、温度上昇の良い指標ではないことが示唆される。 

電波の人体組織への侵入深さは６ＧＨｚでは数ｍｍ程度と小さくなるのに対し、平均

化質量の最適値１０ｇが周波数に大きく依存しないことは注目に値する。この要因の一

つは、吸収された電力は、熱となり、拡散するためである[2]。ここでの議論の周波数

の上限が６ＧＨｚとなっているのは、それ以上の周波数帯を解析するには更に高分解能

なモデルが必要であり、現時点では十分な精度を有するものが存在しないためである。 

図１の結果は成人の人体頭部モデルで求めたものであるが、ダイポールアンテナによ

る温度上昇は、成人と子供で大きな差がないことが報告されている[3]。また、頭部に

限らず、胴体にアンテナを装着した場合でも、１０ｇ平均の局所ＳＡＲが温度上昇の良

い指標であることが示されている[4]。 

  
(a)                                      (b) 

図１．日本人男性頭部モデルにおける局所ＳＡＲと温度上昇との相関の周波数特

性，(a)加温係数，(b)決定係数 
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３．局所吸収指針に対する温度上昇 

3-1 ３ＧＨｚ以上における局所ＳＡＲ適用：眼球の温度上昇 

 ３ＧＨｚ以上の周波数帯における人体の眼球における温度上昇の報告としては、[5]

および[6]が挙げられる。[5]における結果は眼球平均ＳＡＲであるため、立方体形状の

１０ｇ平均ＳＡＲに概算し、かつその値を現行の局所吸収指針の管理環境における制限

値である１０Ｗ／ｋｇとした場合の温度上昇は、５ＧＨｚで０．９℃であった。一方、

[6]において、立方体形状１０ｇで平均化した場合の結果に着目すると、３ＧＨｚでは

０．８℃、５ＧＨｚでは１．０℃であった。また、３ＧＨｚ以下ではあるものの、同一

入射電力密度に対して、成人と子供の水晶体における温度上昇は同程度であることも報

告されている[7]。以上のことから、管理環境の現行の局所吸収指針の局所ＳＡＲに関

する制限値１０Ｗ／ｋｇに対応する眼球温度上昇は、６ＧＨｚ以下ではおおむね１℃以

下と言えよう。温度上昇はＳＡＲ値に比例するので、一般環境の制限値では、温度上昇

は上記の５分の１になる。なお、上述の報告[5][6]では温度上昇に伴う血管拡張など熱

調整系作用を考慮せず、また、ばく露時間は熱時定数よりも十分大きいと仮定していた。

近年の動物実験およびその解析結果によると、麻酔を施していない場合には、動物の熱

調整系が動作するため、温度上昇は小さくなることが報告されている[7, 8]。 

 

3-2 ３ＧＨｚ以上における局所ＳＡＲ適用：脳内の温度上昇 

携帯電話アンテナあるいはそれを簡易的に模擬したアンテナにより、詳細な人体モデ

ルの脳内における温度上昇を解析した事例が報告されている。これらの報告では、ほと

んどの場合、異なる組織を含む立方体形状の１０ｇ平均ＳＡＲでの温度上昇が計算され

ている。ＩＣＮＩＲＰによるレビューでは、管理環境における現行の局所吸収指針と同

じ１０Ｗ／ｋｇに対する頭部温度上昇は、体表面付近、特に耳介付近で１．５―２．０℃

に及ぶ場合があることが示されている[9]。また、脳内温度上昇は１℃あるいはそれ以

下となる。脳内温度上昇は、周波数が高くなるにつれて侵入深さが小さくなるため、小

さくなる傾向にある[5]。具体的には、２．４ＧＨｚの周波数において、組織１０ｇあ

たりの局所ＳＡＲが１０Ｗ／ｋｇに対して、脳内の温度上昇は０．５℃以下であること

が報告されており、このことからも３ＧＨｚ以上の周波数における脳内温度上昇は１℃

を下回るものと考えられる。なお、前述の通り、同一の電波源に対し、子供の脳内にお

ける温度上昇は、成人に比べて大差がないことが示されている[3]。 

 

3-3 ３ＧＨｚ以上における全身平均ＳＡＲ適用の妥当性 

ＩＥＥＥ規格[10]では、拡張する３ＧＨｚ以上６ＧＨｚ以下の範囲において、仮に全

身平均ＳＡＲの制限を超えても局所ＳＡＲが制限内であれば問題ないと指摘している。

根拠として、周波数が高くなるにつれ電力吸収分布が体表面付近に集中するため、深部

温度上昇は小さくなる可能性を指摘している。文献[11]では、詳細な人体モデル（子供
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を含む）に対する数値解析を行い、３ＧＨｚ以下の周波数帯では、一定の全身平均ＳＡ

Ｒに対する深部温度上昇は、周波数が高くになるにつれ減少傾向にはあるものの大きな

変化はないことを報告している。一般環境における全身平均ＳＡＲの指針値である 

０．０８Ｗ／ｋｇとした場合の体内深部温度上昇は、成人で０．１℃よりも小さく、子

供では更に小さい値であった。実際には、人体では熱ストレスに対して代謝量の調整を

行うため[12]、より小さい値であると推察される。 

 

４．電波防護指針全体の整合性について：入射電力密度と局所ＳＡＲの関係について 

補助指針は、１ＧＨｚ以上３ＧＨｚ以下の周波数では頭部への電力密度、３ＧＨｚ以

上３００ＧＨｚ以下の周波数では眼への電力密度がもっとも厳しく、その値は一般環境

で２ｍＷ／ｃｍ２である。補助指針が適用される実際の曝露状況では、電磁界が不均一

となることが想定されるが、最悪の場合を考え、平面波が入射するものとし、眼球平均

ＳＡＲおよび脳内１０ｇ平均と入射電力密度の関係について紹介する。 

眼球に関しては、６００ＭＨｚ以上６ＧＨｚ以下の周波数帯において、電波を人体頭

部へ照射した場合のＳＡＲを評価した報告がある[5, 6]。[5]は、日本人モデルを対象

とした報告であり、一定の電力密度に対して上記周波数帯で眼球平均ＳＡＲが最大とな

るのは３ＧＨｚ付近であった。一般環境下における電力密度に関する補助指針である２

Ｗ／ｃｍ２のばく露に対して、その値は０．８―１．０Ｗ／ｋｇであり、基礎指針２Ｗ

／ｋｇよりも小さい。欧州人モデルを用いた検討では[6]、上述のばく露条件に対する

眼球平均ＳＡＲは１．０－１．２Ｗ／ｋｇであり、日本人モデルの結果と同程度であっ

た。一方、脳内におけるＳＡＲの評価も[6]で行われており、対象とする周波数帯を１

ＧＨｚ以上１０ＧＨｚ以下としている。平面波ばく露に対する脳内平均ＳＡＲは１－２

ＧＨｚ付近で極大をもち、その値は０．８Ｗ／ｋｇであった。上記の結果は、補助指針

で定められた電力密度でのばく露は、局所吸収指針で定められたＳＡＲを超えない。 

 

５．まとめ 

 局所ＳＡＲの平均化質量と温度上昇の関係をさまざまな周波数で数値解析した結果、

次のことがわかった。 

 １０ｇの組織で平均したＳＡＲは、温度上昇に対する決定係数が４ＧＨｚより低下

傾向にあるものの、６ＧＨｚでも０．７５以上であり、良い指標である。 

 加温係数は６ＧＨｚ以下の周波数では、１０－３０ｇ程度の平均化質量に対して周

波数依存性が小さく、局所ＳＡＲの制限値を６ＧＨｚ以下で一定値としても温度上

昇はほぼ一定の範囲である。 

 

１０ｇ平均の局所ＳＡＲと眼球および脳組織の温度上昇についての考察から、およ

び全身平均ＳＡＲと深部体温の関係の考察から、次のことがわかった。 
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 現行の管理環境に対する局所ＳＡＲに関する制限値である、１０Ｗ／ｋｇによる眼

球の温度上昇は６ＧＨｚ以下の周波数で１℃以下であり、一般環境の制限値では０．

２℃以下である。また、血管拡張などの熱調節系を考慮すれば、実際には温度上昇

はさらに小さいと推定される。 

 管理環境の局所ＳＡＲの制限値１０Ｗ／ｋｇ（１０ｇ平均）で頭部に携帯電話等の

アンテナでばく露した場合、脳組織の温度上昇は、６ＧＨｚ以下の周波数でも１℃

以上にはならないと推定された。一般環境の局所ＳＡＲ制限値の場合は、温度上昇

はさらにその５分の１である。よって、最新のドシメトリによっても、現行の局所

ＳＡＲの制限値によって脳組織の温度上昇は十分に抑えることができる。 

 局所吸収指針では、全身平均ＳＡＲの制限も課しているが、現行の３ＧＨｚ以下に

適用される全身平均ＳＡＲ制限値を６ＧＨｚ以下にまで拡張しても、深部体温の上

昇は高い周波数ほど小さく、安全側である。 

 

 また、入射電力密度と局所ＳＡＲの関係についての考察から、より簡易な評価と位置

づけられる補助指針を満たしていれば、基礎指針の根拠により整合している局所吸収指

針の制限を超えることはないことが確認された。 

 

 以上の考察から、現行の３ＧＨｚ以下を適用範囲とする局所吸収指針を、数値を変え

ることなく６ＧＨｚ以下まで拡張することが妥当であるという結論を得た。なお、６Ｇ

Ｈｚという上限周波数は、現在の数値解析モデルの分解能の限界によるものであり、６

ＧＨｚ以上への拡張可能性が否定されたわけではない。 
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諮問第２０３０号「局所吸収指針の在り方」に関する答申（案） 

 

電気通信技術審議会答申 諮問第 89 号「電波利用における人体防護の在り方」（平成９年４月

２４日）における局所吸収指針（４．２（３））に関し、以下のとおり適用範囲の改定を行うことが適

当である。 

 

（３－１） 適用範囲 

本指針は、周波数 100kHz 以上 6GHz 以下に適用する。 

局所吸収指針の主な対象は、携帯電話端末等の小型無線機であり、電磁放射源に寄

与するアンテナや筐体が人体に極めて近接して使用される場合を想定している。 

具体的には、本指針（局所吸収指針）は、電磁放射源（主にアンテナ）や放射に関わる

金属（筐体等）と人体との距離が 20cm 以内の場合に適用される。また、それ以外の距離

においても、電磁界強度指針、補助指針又は局所吸収指針のいずれか１つを満たせば基

礎指針を満たしていると判断できる。ただし、周波数が 300MHz 以上 300GHz 未満であって、

10cm 以上 20cm 以内の距離における電磁界強度指針又は補助指針の適用は排除されな

い。 

なお、空中線電力の平均電力が 20mW 以下の無線局については、仮に無線局の全出

力が身体のごく一部に吸収される場合でも、局所 SAR の電波防護指針を満たしており、

評価の必要性はないものと考えられる。また、管理環境においては、同 100mW 以下の無

線局については、評価の必要性がないものと考えられる。 




